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業することができない人は約 308 万人である．このうちの 3 割が「健康上の理由のため」
に就業できていない．したがって，日本において推計でおよそ 100 万人の人が就業を希
望しているが健康上の理由で働くことができていない．朝日生命保険相互会社による 20






けなくなった原因が発生した年齢は，30 歳代および 40 歳代でそれぞれ 20％を超えてお




























の現象を抑制する効果を定量的に示すことである．日本の人口は 2008 年の 1 億 2,808 万
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出典：総務省「労働力調査年報」 [3]、総務省「人口推計」[82]から筆者が作成  









































































































































































出典：内閣府 NPO ホームページ(https://www.npo-homepage.go.jp/)より筆者作成 
 





















































































































年齢別人口のうち 15 歳以上 65 歳未満の人口層を指し，労働力の中核を成すと考えられ
ている．本研究でもこの生産年齢人口に該当する人々を主に元気で働ける人々の対象と
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 本論文の構成を図 1.4 に示す．本論文は第 1 章から第 8 章で構成する．各章の概要は
以下の通りである． 
 






































































第 8 章 本研究を総括し，まとめを記載した．また，提案する健康維持事業計画立案







② Modeling a policy for managing polio vaccine in Japan: scenario planning based on system 
dynamics, Proceedings, The 30th international conference of the system dynamics society, 
Switzerland（国際学会ポスター発表） 
③ A process assessment of chain-structured clinical trial programming in pharmaceutical drug 
development, The journal of Japanese operations management and strategy（学会誌）  
④ スマートヘルス普及促進のための糖尿病進行プロセスモデル, 日本経営数学会（学会誌） 
第 1 章 序章 














第 6 章 糖尿病への健康維持事業計画 
  立案支援プロセスの適用と評価 























第 2 章 関連研究 ・本研究に関連する研究 




図 1.4 本論文の構成 
19 
 














































































システム・ダイナミックス（SD）は J. W. Forrester (マサチューセッツ工科大学名誉教
授・故人) がヒト・モノ・カネ・情報の推移を，一般性を持った形式で記述し，コンピ
ュータ・シミュレーションにより社会科学の分野の問題解決をするための手法として開
発した [34] ．Forrester は，1961 年に経営資源と情報の流れに着目し，産業のビジネス
サイクルを分析した Industrial Dynamics（インダストリアル・ダイナミックス：以下，ID）
[44]をはじめとして，1969 年に地域問題を扱った Urban Dynamics（アーバン・ダイナミ
ックス：以下，UD）[45]を出版した．そして，1970 年のベルンのローマクラブ会議の後
に世界モデルの構成に着手し，1971 年 World Dynamics（ワールド・ダイナミックス：以
下，WD）[46]を出版した．ローマクラブは，Forester の門下生である Dennis L. Meadows 
が主査を務めるチームに研究プロジェクトを委託し，それに対する Meadows の報告が















































































出典：Richardson and Pugh [49]から筆者が一部抜粋し翻訳 
















表 2.1 Warren によるモデル構築のタイプ別の特徴とその結果の比較 




















































































































































































2.3.5.1 Shabestari and Roudsari による研究 
 
 Shabestari and Roudsari[38]は，英国の糖尿病治療費は一日あたり 5 百万ポンドのコス
トがかかると述べた上で，SD を用いてデジタル技術を活用した Web ベースの疾患教育
が既存の疾患教育と比べ有意にコスト・ベネフィットがあることを示している．彼らは，

















＊ : e-Learning 
 
出典：Shabestari and Roudsari[38]から筆者作成 




2.3.5.2 Homer らによる研究 
 

































＊＊: Clinical CareSpecialists 
(CCSs)による管理指導 
を実施




























表 2.2 糖尿病を対象にシステム・ダイナミックスを適用した関連研究の特徴 
関連研究 介入の対象 モデリングの目的 














































































疾病への罹患 健康な人々 疾病へ罹患した人々 
（アウトプット） 
 














































































































































































モデルに反映するプロセスとなっている．本研究の対象とする期間は 1996 年から 2004































































































































































































































































































































































































図 4.1 オープン・データの分析の流れ 
 
 
本研究では，2 種類のオープン・データを利用した．オープン・データ A の特集記事
を利用して，これまでの経緯に注目して要約図を作成した．オープン・データ B は，テ
キスト・マイニング手法を用いて分析を行った．そして，最後にこれら A と B の分析結
果を比較しその内容の整合性を確認した（図 4.1）． 
また，テキスト・マイニングにおける一般的な分析の流れを図 4.2 に示した．本研究





























出典: 中島ら[65]，樋口[66] から筆者が作成 











ン・データを 2 種類用意して利用した．オープン・データ A として 2010 年の日経ビジ
ネスの 2010 年問題に関する特集記事(日経ビジネス)および日経マネーに掲載された専
門記事(日経マネー)を，オープン・データ B として国内の主要新聞 3 紙（朝日新聞， 毎
日新聞， 読売新聞）の 2011 年 5 月を起点として過去 10 年分（2001 年 6 月～2011 年 5
月）のテキスト・データを分析用データとして用いた．先の主要 3 紙に対し「（製薬 or 医






オープン・データ B の新聞記事より抽出した単語を組み合わせ「2010 年問題」，「特許
切れ」，「敵対的買収（TOB）」および「提携」の 4 用語を抽出する簡単なコーディング・






















































































































図 4.4 発現率の傾向（発現率が減少傾向にある用語） 
 
発現率 
























































































































































































































































































































































































図 4.8 共起ネットワーク(用語)の結果（2000 年代中期） 
 
 





図 4.10 共起ネットワーク(用語+企業名)の結果（2000 年代前期） 
 































武田薬品工業， 特許切れ， 主力， 治療，販売， 米
国， 製薬， 費用， 計上， 決算， 減収， 増収， 減
収， ランバクシー， インド，第一三共など 




沢井製薬， 後発薬メーカー， 普及， 成分， 後発品，
参入， 大洋薬品工業， テバ（イスラエル）， 興和，





バイオ， バイオ医薬品， 抗体医薬， ロシュ（スイ




アミリン（米）， 2010 年問題， アクトス， 新興国，







































以上から， テキスト・マイニング手法によるオープンソース B の分析から製薬業界




















るため， 特集記事のオープンソース A から作成した要約図と比較を行う．オープンソ




製薬業界における 2010 年問題と M&A が頻発した背景に関する知識がないまま，オープ
ンソースBの共起ネットワーク分析の結果からそれがなにを意味するのかを解釈するこ
とは容易なことではない．10 年間に渡る新聞記事を前期・中期・後期の 3 期間のデータ
に分け，これを階層的クラスター分析し，それぞれの期間の分析結果を要約し， おしな
べて見ることで業界の変遷の概略をみることができたものの， 業界の知識や薬剤開発お




以上を踏まえ，改めてオープンソース A の要約図を作成した後にオープンソース B の
分析結果を見直した．すると，オープンソース A から得た情報が業界の概要を説明する
背景情報となり， オープンソース B の分析結果の解釈を助ける働きをしていることが
58 
 





ている．これは 2000 年代中期， 2000 年代前期にはみられない関係であり，時間的に
も内容的にも 2 つの分析結果が合致していることがわかる．また反対に，オープンソー
ス B がオープンソース A を補足する関係にあることもわかった．共起ネットワークによ
るオープンソース B の要約では，2000 年代前期に海外の製薬企業間の M&A に関する
話題が多く発現している．これに対しオープンソース A では 1990 年代の低分子医薬品
の最盛期から 2000 年前後の規模拡大を目指した業界の再編を示唆する文脈となってお



































































































































































































































































































































































































































































の後，日本では 1980 年から 30 年以上，野生のポリオウイルスによる小児まひの患者は









から不活化ワクチンに切り替えている．日本でも 2012 年 9 月 1 日から不活化ワクチンに
切り替わった．ポリオウイルスに感染すると，小児まひや急性灰白脊髄炎という症状が
起きる.しかし，このウイルスに感染しても，多くの場合は症状が出ないか，出てもかぜ
のような症状のみである．しかし，稀に約 1,000～2,000 人に 1 人に手足にまひが出るこ
とがある．ポリオワクチンの推奨される接種時期と回数は，生後 3 か月から 7 歳 5 か月
























































































































ポリオ 5-7 80-86 
麻疹（はしか） 12-18 83-94 








たとえば，ポリオの感染力は R0 が 5-7 人であることが表から読み取れるが，これはあ




















感感 A 回回 A
総人総 感感感 回回にににの時時
対対ととの人人










イルスの伝播の SD モデルとした（図 5.4）．ポリオウイルスの接種を控える行動は短期
には子供だけに影響する．したがって，ここで検討するグループは大人のグループ（対

















































































回復にかかる時間 28（日） 不可能 
ワクチン接種率 90（%） 不可能 
人と人との接触率 0（人/日）以上 可能 

















































































































シミュレーションの結果より，大人を含む 100 万人規模の集団では 2011 年の経口生ポ
リオワクチンの接種控えが 2 年間続いたとしてもポリオウイルスの伝播は生じないこと
がわかった．しかし，小学生以下の 50 人規模の保育施設などを仮定した集団では，人と
人との接触を 0.5 人/日とした場合には感染の伝播は生じないが，接触を 1.0 人/日とした
場合では緩やかではあるが感染が生じることがわかった．この場合，長期に渡り感染が
続き，約 80 日後には合計で約 10 名への感染が認められた．ひとりあたりの接触を 2.0
人/日とした場合，急速に感染が生じることがわかった．短期集中で感染が発生し，約
40 日後にピークに達し合計で 15 名超への感染が認められた． 















































































































































































QC : Quality Control (品質管理)
リワーク： Re-work（戻り作業）
 















ことができる．図 5.15 に共通構造であるリワーク SD モデルの適用事例を示す．図 5.15
では，主担当による作表のリワークと QC による値の不一致によるリワークの流れをそ
れぞれ赤線と青線で示した．現実の作業の流れと照らし合わせても違和感がない．臨床
試験データの解析の SD モデルにおける主なパラメータ値を表 5.3 として示した．計画
































































































































































































































表 5.3 臨床試験データ解析の SD モデルにおける主なパラメータのデフォルト値 
モデル中の変数名 値 単位・他 
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表 5.4 に 3 つのシナリオにおける設定値を示した．感度分析にはモンテカルロ手法を
用い，設定したリワーク率の範囲において 200 回の一様乱数（Random uniform）が発生
する設定とした．一様乱数とは，すべての値の出現確率が等しい乱数のことである． 
つづいて，それぞれのシナリオに基づくシミュレーション結果を示す．図5.15と図5.16
は，表 5.4 のシナリオ No.1 に基づくシミュレーション結果である．図 5.15 からは，主担
当による作表のリワーク率が変動することで，図表の作成にばらつき（幅，Range）が
出ていることがわかる．順調に進んだ場合は，図表の作成開始から 30 日目ほどで最初の
図表が完成するが，遅い場合には 45 日目あたり（Range：約 15 日）となり，約 2 週間
ものばらつきが生じる．また，工数を算出した図 5.16 においても同様に大きなばらつき
が確認できる． 
図 5.17 と図 5.18 は，表 5.4 のシナリオ No.2 に基づくシミュレーション結果である．
図 5.17 からは，QC での値の不一致による作表のリワーク率が変動することで，図表の
作成にばらつきが出ていることがわかる．順調に進んだ場合は，図表の作成開始から 25
日目あたりで最初の図表が完成するが，遅い場合には 48 日目あたり（Range：約 13 日）

















































許容範囲： 50% 75% 95% 
作業開始後およそ 30 日目から




の影響がおよそ 60 日目から 70
日目（Range：約 10 日）の間に
みられる 












許容範囲： 50% 75% 95% 
作業開始後 25 日目の時点でおよ

















5025 75 100 
図表 (数) 
時間 (日)
許容範囲： 50% 75% 95% 
作業開始後およそ 25 日目前か




の影響がおよそ 45 日目から 80
日目（Range：約 35 日）の間に
みられる 
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時間 (日)
許容範囲： 50% 75% 95% 
作業開始後 25 日目の時点でおよそ 550
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響がおよそ 55 日目から 70 日目
（Range：約 15 日）の間にみられる 
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ュレーション 1，2，3 それぞれでプロジェクトを開始してからおよそ 40 日後に 100 近く
のテーブル（図表）を生成する必要があり，それ以外の場合は，プロジェクトは順調で
はない．累計リソースにおいては，シミュレーション 1 の場合では約 580〜770 時間
（Range：約 190 時間），シミュレーション 2 の場合では 560〜785 時間（Range：約 225
時間），シミュレーション 3 の場合では 620〜705 時間（Range：約 85 時間）という違い
があった．シミュレーション 2 のばらつき（Range：約 225 時間）は他のシミュレーシ
ョンの範囲よりも広いが，実際にはシミュレーション 3 の影響が他のものよりも強い．
なぜなら，シミュレーション 3 は CSR レビューによるリワークとして，約 85 時間で最
大 12 のテーブルを作成する結果となっている．シミュレーション 1 と 2 のプロジェクト
では，もともと予定されている 100 のテーブルと CSR レビューによるリワークとして最
大 5 つのテーブルを作るために，それぞれ最大で 195 時間と 225 時間が必要であり，1
表あたり約 1.8～2.1 時間の時間が必要である．一方で，シミュレーション 3 のプロジェ
クトでは，CSR レビューによるリワークとして最大 12 個のテーブルを作成するために
およそ 85 時間が必要となっている．1 表あたりの作成時間は約 7 時間である．つまり，
シミュレーション 3 のリワークが他のものよりも単位時間当たりにおいてはるかに多く
の時間を必要とすることを示している．これは，シミュレーション 3 のリワークは，シ
ミュレーション 1 および 2 のリワークよりも変動性があることを示している．大きな変
動性は，プロジェクト管理の観点から問題である．各タスクのばらつきが小さい場合は，
プロジェクト管理は容易となる傾向にある．しかし，構築した SD モデルを用いたシミ





















































































[27]．糖尿病は生活習慣病の代表であり，日本の糖尿病の患者数は 2014 年に 316 万 6,000 
人で，2011 年の 270 万人から 46 万 6,000 人増えて，過去最高となった[1]．糖尿病は，
ひとたび発症すると治癒することはなく，放置すると網膜症・腎症・神経障害などの合
併症を引き起こし，末期には失明や透析治療が必要となることがある．これらの合併症
は患者の QOL（Quality Of Life）を著しく低下させるのみでなく，医療経済的にも大きな
負担を社会に強いており，今後も社会の高齢化にしたがって増大するものと考えられる．
健診で血糖値が高く「要治療」と判定されたにもかかわらず，医療機関で受診や治療を




































































推計患者数（公表値）が入手可能な 1996 年から 2014 年の 18 年間とした．また，Time step
は 1，単位は「年」とした．日本における 15-64 歳の人口を対象とした理由は，本研究
は健康を維持し，生涯に渡って元気に働きたいという人がそうあり続けられるようなさ
らなる取り組みの計画立案を支援することを目的としていることから，日本における年




の結果の概要[85]から我が国の推計人口（大正 9 年～平成 12 年）と長期時系列データ（平




























































































































































































































































































































































































利用して 1996 年の糖尿病の外来患者数の総数から約 58 万 4 千人を算出し，これを「外
来患者群」の初期値として設定した．次に，「入院患者群」においても同様の方法で算出
し，約 9 万人を初期値として設定した．続いて，「糖尿病予備群」の初期値には，厚生労
働省による平成 24（2014）年国民健康・栄養調査結果の概要[28]における 1997 年の「糖
尿病が強く疑われる人」（約 690 万人）と「糖尿病の可能性を否定できない人」（約 680
万人）の合計約 1,370 万人を参考に，2014 年までの増加傾向から遡り，1996 年の値とし
て約 1,320 万人を算出し，さらにこの値から当該の統計データの解析対象者の年齢構成
を考慮して 15-64 歳の日本の人口における「糖尿病予備群」を約 1,153 万人として算出
し，初期値として設定した．「健康な人群」は，1996 年の 15-64 歳の日本の人口（約 8,712
万人）から糖尿予備群（約 1,153 万人）と外来患者群（約 58 万 4 人）および入院患者群






















































死亡率を参照したが，65 歳以上に比べ 15-64 歳における糖尿病を死因とした死亡率は少
なく，経年変化もみられなかった．したがって「疾病による死亡率」にはパラメータ値










































































































SD モデルから得られる値と 1996 年から 2014 年までの糖尿病の外来患者数の公表値を





















*: Mean Absolute Percent Error (MAPE) 




から 2014 年までの公表値における差を比較し，その誤差の大きさを Mean Absolute 
Percent Error (以下，MAPE)にて示した．MAPE とは，誤差の絶対値の差を実測値で割り，
それを期の数で割ったものに100を掛けてパーセントにしたものである[55]．たとえば，
































65 歳以上に比べ 15-64 歳における糖尿病を死因とした死亡率は少なく，経年変化もみら
れなかったことから値として 0.0333 が一定のパラメータ値として設定している．SD モ
デルを通じて得られるストック「入院患者群」の人数と 1996 年から 2014 年までの公表























*: Mean Absolute Percent Error (MAPE) 































*: Mean Absolute Percent Error (MAPE) 













MAPE* 0.17% 公表値 
モデルからの値 
 
*: Mean Absolute Percent Error (MAPE) 













MAPE* 0.17% 公表値 
モデルからの値 
 
*: Mean Absolute Percent Error (MAPE) 






図 6.11 に示した．このときの誤差の大きさ（MAPE）は 0.17％であった． 
このように，糖尿病の進行プロセスに基づいて構築した SD モデルから得られる値と公
























図 6.12 糖尿病進行プロセスにおける予防の介入のポイント（図 3.3 を再掲） 
 


















































出典: 中島ら[65]，樋口[66] から筆者が作成 








Web ブラウザから 2017 年 11 月 29 日時点における日本経済新聞（電子版）において，






















































































































康・医療の課題解決にデジタル技術や IoT を活用する取り組みはデジタルヘルス（Digital 

































































































































































































は 2009 年以降に急速に立ち上がる傾向を示した．これは，インフローにおける図 6.11
で示した「スマートフォンの普及率」に追随する傾向を示している．「新規ユーザー獲得


































図 6.18 スマートヘルスのユーザー数の推移 


























































































トとし，表 6.1 に示したシミュレーション実施のベースとなるシナリオ番号 0 の条件で
算出される 2014 年の日本における 15-64 歳の非治療群の値（人数）と 3 つのそれぞれの















5% 5% 5% 
1 新規ユーザーの獲得率（10%） 10% 5% 5% 
2 新規ユーザーの獲得率（20%） 20% 5% 5% 
3 進行を妨げる効果（10％） 5% 10％ 5％ 
4 進行を妨げる効果（20％） 5% 20％ 5％ 
5 改善方向に戻す効果（10%） 5% 5% 10％ 








ーションを実施した．モデルの変数「新規ユーザー獲得率」に 0.1（表 6.1 のシナリオ番
号 1 の設定）を入力し，シミュレーションを実行した．表 6.1 におけるシナリオ番号 1
の結果では，新規ユーザーを常に 10％で獲得した場合，2014 年時点で約 3 万人の健康で





























約 3 万人 







（表 6.1 のシナリオ番号 2 の設定）を入力し，シミュレーションを実行した．結果は次
の通りであった（図 6.20）． 




ーション 1 によるスマートヘルスの活用は 2008 年の日本での iPhone 発売を経て急速に
普及しているスマートフォンの活用と関係しているため，2008 年から 2014 年までにス






































の効果（悪化方向への抑制）」へ 0.1（シナリオ番号 3 の設定）と 0.2（シナリオ番号 4
の設定）を入力しシミュレーションを実行した．結果の数値を表 6.2 で示す．シナリオ
番号 3 の非治療群の病態の進行を 10%の割合で妨げると仮定したシナリオでは，スマー
トヘルス活用による効果はほとんど見られなかった．一方，シナリオ番号 4 の非治療群











マートヘルスの効果（改善方向への抑制）」に 0.1（シナリオ番号 5）と 0.2（シナリオ番
号 6）をシナリオ実行ごとに入力し実行した．この非治療群の病態を 10%と 20%の割合
で改善の方向に戻すと仮定したそれぞれシナリオでは，2014 年時点でのスマートヘルス
活用による効果はほとんど見られなかった．  


























904,006 62,776 77.33 
1 新規ユーザーの獲得率（10%） 870,092 62,720 77.36 
2 新規ユーザーの獲得率（20%） 803,395 62,610 77.43 
3 進行を妨げる効果（10％） 870,143 62,718 77.36 
4 進行を妨げる効果（20％） 803,376 62,604 77.43 
5 改善方向に戻す効果（10%） 903,836 62,776 77.33 


















































































































な人へ戻るフロー1 箇所の計 3 箇所を特定した． 
整合性の確認には次のような公官庁等による公表値をできるだけ用いる．日本の人口






















































































































































































































































































































































































































































































































































   「本研究で設計したプロセスに基づく支援」を加筆した 
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スマートフォン普及率= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1995,0)-(2014,1)],(1995,0),(2008,0.001),(2010,0.097),(2011,0.293),(2012,0.495),(  
  2013, 0.626), (2014, 0.642) )) 
 備考： 平成 22 年から 26 年までのスマートフォンの世帯保有率の公表値（総務省_平成 27 年 
版_情報通信端末の世帯保有率の推移_図表 7-2-1-1）をそのまま 15-64 歳におけるスマ 
ートフォン保有率として用いた． 
 
疾患の悪化方向への移行率= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1995,0)-(2020,0.1)],(1995.26,0.001),(1998,0.001),(1998,0.005),(2004,0.005),(2004  




疾患の悪化方向への移行率（外来→入院）= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1995,0)-(2020,0.01)],(1995,0.005),(1998,0.005),(1998,0.001),(2007,0.001),(2007,0.002), 
(2010,0.002),(2010,0.0025),(2020,0.0025) )) 




悪化方向への移行（外来→入院）= max(外来患者*疾患の悪化方向への移行率（外来→入院）, 0) 
 
































糖尿病の治療群（患者数）合計（モデル）=  入院患者+外来患者 
 




入院患者数（公表値）= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1996,0)-(2014,500000)],(1996,89767),(1999,87604),(2002,81462),(2005,73943),(2008  
  ,66702),(2011,63864),(2014,62552) )) 
 備考： 厚生労働省_患者調査の概況[1]の統計表 2,3,9 を参考に算出値を設定した（図 A）． 
 
外来患者数（公表値）= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1996,0)-(2014,5e+006)],(1996,583900),(1999,567055),(2002,631051),(2005,702236),(  
  2008,680484),(2011,792103),(2014,945924) )) 













疾患の改善方向への移行率（外来←入院）=  0.005 
 備考： 糖尿病関連の疾患で入院している方で改善方向に向かう割合を 0.5%と仮定した． 
 
15-64 歳の日本の人口（初期値）= 1.2557e+008*0.695 
 備考： 1995 年の総人口（125,570 人）． 1995 年の 15-64 の割合（69.5％）．ただし，対象期間 
は 1996 年から 2014 年である． 
 
疾患の改善方向への移行率= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1995,0)-(2020,0.1)],(1995,0.01),(2000,0.02),(2005.19,0.03),(2010.06,0.025),(2015  
  ,0.02),(2019.87,0.02) )) 








対象とする人口の新規増加分= max((日本の人口（公表値）*"日本の人口で 15-64 歳が占める割合 
（公表値）" )-"15-64 歳の日本の人口（初期値）",0) 
 
日本の人口で 15-64 歳が占める割合（公表値）= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1995,0)-(2014,1)],(1995,0.695),(2000,0.681),(2005,0.661),(2006,0.655),(2007,0.65  
  ),(2008,0.645),(2009,0.639),(2010,0.638),(2011,0.636),(2012,0.629),(2013,0.621),(2014  
  ,0.613) )) 
 備考： 15 歳以上 64 歳以下の糖尿病患者/予備群を対象とする．総務省統計局_日本の人口 
の推移（平成 26 年まで）を参照した（図 C）． 
 
外来患者群= INTEG ( 悪化方向への移行（予備群→外来）+改善方向への移行（外来←入院） 
  -死亡 3-改善方向へ移行（健康←外来）-改善方向への移行（予備群←外来） 
  -悪化方向への移行（外来→入院）,583900) 
 備考： 糖尿病患者数の推移[1]から2014年の糖尿病の外来患者の総数と15-64歳の患者数の割 






糖尿病予備群= INTEG ( (悪化方向への移行（健康→予備群）+改善方向への移行（予備群←外来） )- 
(悪化方向への移行（予備群→外来）+改善方向への移行（健康←予備群）+死亡 2), 
  1.153e+007) 
 備考： 平成 24（2014）年国民健康・栄養調査報告（厚生労働省）から 1997 年の「糖尿病が強 
く疑われる人」（690 万人）と「糖尿病の可能性を否定できない人」（680 万人）の合計 
約 1370 万人から 1996 年を約 1320 万人と推計値を用いた．これに当該の統計データの 
解析対象者の年齢構成を考慮し，約 1,153 万人を 1996 年の 15-64 歳の日本の人口にお 
ける糖尿病予備群の人数として設定した． 
 
健康な人群= INTEG ( 改善方向への移行（健康←予備群）+改善方向へ移行（健康←外来）  
  +対象とする人口の新規増加分-死亡 1-悪化方向への移行（健康→予備群） , 
  (1.25841e+008*0.692)-(1.153e+007)-(583900)-(89770)) 
 備考： 1996 年の 15-64 歳の日本の人口は（1.25841e+008*0.692）-予備群（1.153e+007） 
-外来患者（5.839e+005）-入院患者(8.977e+004)にて算出．1996 年の 15-64 歳の日本の 
人口（1.25841e+008*0.692）は推計値を用いた． 
 
日本の人口（公表値）= WITH LOOKUP ( 








 備考： 総務省統計局_我が国の推計人口（大正 9 年～平成 12 年），総務省統計局_長期時系列 


































利用をやめるユーザー= スマートヘルスのユーザ /ーサービス等の平均利用期間 
 
サービス等の平均利用期間= 2 
 備考： デフォルトとして 2（年間）を設定した． 
 
スマートヘルスのユーザー= INTEG (新規ユーザー-利用をやめるユーザ ,ー0) 
 備考： デフォルトとして 0 人． 
 
新規ユーザー獲得率=  0.0001 
備考： （整合性確認時のデフォルト値）0.0001  
 
入院患者群= INTEG (悪化方向への移行（外来→入院）-改善方向への移行（外来←入院）-死亡 4, 89770) 
 備考： 平成 26 年人口動態統計（確定数）_厚生労働省から統計表 2,3,9 を参考に算出値 
した 1996 年の値を設定した． 
 
不慮の事故などによる死亡率= WITH LOOKUP ( 
 Time, ([(1995,0)-(2020,0.05)],(1995,0.002),(2000,0.002),(2000,0.006),(2008,0.006),(2008,0.005), 
(2010,0.005),(2010,0.0125),(2020,0.0125) )) 
 備考： 平成 26 年の日本の人口の総数に対する死亡率は人口 10 万人に対して 1014.9 人，糖尿 




死亡 1=  健康な人*不慮の事故などによる死亡率 
 
死亡 2=  糖尿病予備群*不慮の事故などによる死亡率 
 





死亡 4=  入院患者*疾患による死亡率 
 備考： 平成 26 年人口動態統計（厚生労働省）から糖尿病による死亡総数は 13669 人． 
 
疾患による死亡率= 5/100*2/3 
 備考： 平成 26 年人口動態統計（厚生労働省）第 7 表から平成 26 年の糖尿病による死亡患者 
数は 13699 人を参考とした．高齢者も含めて糖尿病関連の疾患で亡くなる方は入院患 
者数の 5/100 人程度とした．このうち 14-64 歳で亡くなる方はその 2/3 程度とした． 
 
糖尿病非治療群の合計（ベース）= WITH LOOKUP ( 





  備考： シミュレーションのベース値をグラフにて明示するために表関数とした（図 E）． 
 
 
 
 
 
（単位「人数」の「M」はMillionを意味する） 
図 E：糖尿病非治療群の合計（ベース）（表関数の設定値） 
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